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１
「知る権利」の基礎づけ

国民主権の原理に根ざす民主主義のもとで，われ

われ国民は「知る権利」をもつこと，またこの権

利を主張することによって，民主主義の実質化を

はかっていくべきことは，いまではあえてのべる

までもないほどに，一般的社会的な承認をかちえ

ている。一部には，すくなくも蔭口的ないいかた

で，「『知る権利』『知る権利』というが，そん

なものは憲法にも法律にも規定していないではな

いか」と論ずるむきもあるが，みずから説得力に

欠けると自認してでもあろうか，蔭口にとどまっ

ている。

　「知る権利」は，憲法上に明文の規定はないけれ

ど，まごうかたなく，憲法上の「権利」であり，

憲法上保障されるべきものとして存在する。統治

過程において，主権者たる地圧を享有する国民

は，主権を行使する前提として，主権的な決定の

対象事項たりうる諸事万般について，十分な情報

が与えられておらねばならない。「情報をもとめ

る権利」すなわち「知る権利」は，いわば主権に

付随する，あるいは主権が前提とする権利，とい

うことができる。

「知る権利」をこのように，国民主権の原則から

導き出すことができるばかりでなく，市民的諸自

由のつながりのなかで，基礎づけることもでき

る。表現の自由は，全社会的な過程で位置づけた

ばあい，「自由な情報の流れを確保する権利」と

おなじことを意味するといっていい。「知る権

利」は表現の自由と裏腹の関係にある。また，憲

法は「幸福追求に対する権利」を謳っている＜13

条＞。個人にとって「知る」ことは，うたがいもな

く「幸福追求」の一環たりうる。学問の自由，思

想，信条の自由，教育の自由などなど，その他の

市民的な自由と，「知る権利」とをつなげて理解

することもできるが，もはやいちいち指摘するま

でもなかろう。



こういうわけで，「知る権利」が憲法上の確固た

る基礎をもつことはあきらかである。他面しか

し，ではいったい，日本国憲法制定以来，人びと

は「知る権利」の重要性を十分に認識してきた

か，それを実践的にどれだけ確かなものとしてか

ちとってきたか。

　「知る権利」はうたがいもなく当初から憲法に内

在しているものでありながら，じつは，この権利

に着目し，この権利を主張するようになったの

は，比較的最近に属する。おそらく，この観念

が，一般国民のあいだに浸透するにいたった直接

のきっかけは，今春，ジャーナリズムで論議され

た，沖繩返還にからむ日米政府間の秘密的とりき

めにかんする事件であった，とみていいだろう

＜あるいは，すこしさかのぼって，いわゆる博多

駅事件のテレビ・フイルム提出命令との関係で，

報道の自由と「知る権利」が問われたとき＜昭和

4 4年＞にもとめることもできようか＞。すなわ

ち，一定の政治目的にもとづき政府により秘密事

項とされ，国民の眼から遠ざけられていた政府隋

報にむけて，報道の自由を媒介とした形で「知る

権利」の主張が登場したのであった。直接のきっ

かけをなした事件は―具体的な事件一般がそう

であるように―雑多な特殊要素がからんでい

た。しかし，「知る権利」の主張じたいは，事件

の特殊性をこえて，ひろく国民各層にアピール

し，共鳴をかちえた。その意味では，きっかけ

は，しょせん，きっかけであって，「知る権利」

への要求の客観的・主観的な条件は，それ以前か

ら国民のなかに潜在し底流していたとみるべきで

あろう。

　「知る権利」の主張にただちに反応し，これを支

持するにいたった素地は，では，なんであったの

だろうか。ひとくちにいえば,それは，保守政権

によってながいあいだろう断されてきた戦後日本

の政治―そのなかで，民主主義が形骸化し，

　「国民不在」が普遍化したのだが―にたいし諸

領域で展開しはじめつつある異議申立て＜コンテ

スタション＞の運動と軌を一にしている。公害そ

の他の生活環境破壊にたいする抗議運動，欠陥商

品･物価問題にむけられた消費者運動などなど,底

辺にある人びとの立ちあがり―それらは資本優

位のための中央政治にたいする民主主義的な抗議

運動であった。そして，このような中央政治への異

議申立ての場として，地方自治の本旨が再認識さ

れ，地方自治の復権がとなえられたのであった。

　「知る権利」意識はまさにこのような生活の原点

における民主主義の実体化をもとめる運動のなか

で，育成され高揚されつつあった。あとは「知る

利権」という呼称で観念されるかどうかがのこさ

れていたにすぎない。

他の諸国においても、「知る権利」が語られるよ

うになったのは，第二次世界大戦後のことに属す

る。それはあきらかに，大戦を経過するなかで，

不合理・過剰な情報統制が支配し，国民をやみく

もに無謀かつ悲惨な戦争目的へかりたてたことに

ついての，深刻な反省のうえになりたつ。こうし

て，アメリカでは50年代はじめから，政府の情報

公開をもとめるジャーナリストの「知る権利」運

動が展開した。また，世界人権宣言は「すべて人

は,意見および表現の自由に対する権利を有する。

……情報及び思想を求め，受け，及び伝える自由

を含む」＜19条＞という規定を設け，西ドイツ基

本法が「各人は……一般に近づくことのできる情

報源からさまたげられることなく知る権利を有す

る」＜５条＞と謳うにいたった。総力戦としての

現代戦争を遂行するためには，国家権力はたんに

軍事に関係する重要産業を統轄するだけでなく，

国民生活の物的および精神的な側面さえも，相当

にふかく関与し統御せざるをえない。だが，社
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会・経済過程への大規模な公権力介入の現象は，

政府活動が戦争目的から解放されるとともに消滅

したのではなかった。福祉国家，積極国家，行政

国家，その他なんと呼ぼうと，現代の国家はひろ

く，かつ，ふかく，社会・経済過程にはいりこみ

そこから手をひくことができなくなっている。こ

うして，いわば，公権力活動の一挙手一投足が，

国民の現実的な日常的な生活にたいして，直接も

しくは間接，影響を与えるようになった。このこ

とが，とくにすぐれて，公権力活動にたいする，

国民の「知る権利」を成立させずにおかない要因

である。すなわち,国民は,これら直接・間接自分

たちに重大な影響を与える政府の政策および行政

について,重大な関心をもたざるをえなくなり,か

つ,なんらかの形で,政策の作成・決定の過程，お

よび行政の実施過程に，自分だちの利害を反映さ

せるべく参加する方式を要求するようになった。

このこととの関連で，つぎの二点を指摘しておか

ねばならないだろう。第一，近代初期の国家（政

府活動が，主として社会秩序を維持するという消

極的な機能しかもたないと，限定的に考えられて

いた時代）にあっては，政府活動にたいする統

制・監視は，もっぱら統治機関内部にはめこまれ

た抑制・均衡のメカニズムにまかされ，これをも

って十分だとした。権力分立の原理，およびこれ

を前提とした議会中心主義＜国民代表者による支

配―代議制＞は，そのような考え方を背景にし

た制度である。しかし，政治のおり方＜政治と国

民生活とのかかわりの仕方＞が変化した現代国家

において，いまなお三権分立・代議制だけに政府

活動の統制･監視をまかせ,統治機関外の国民＜地

域住民＞の政治参加を拒否しようとすれば，そ

れはアナクロニズムといわねばならない。現代国

家は，統治機関の外にあって，しかも政府活動に

直接の利害関係を有する国民自体のイユシャテイ

ブによる監視・統制の契機を承認せざるをえなく

なりつつある。このうごきを，現代民主主義，実

質的民主主義，あるいは大衆民主主義とよんで特

徴づけることができる。

第二に，以上のことをふえんすることになるが，

従来は統治機関内部かぎりで意思決定された政策

や行政を，ただその結果だけを行政客体としての

国民に指ししめし，かつ，その受忍を強制した。

だが，いまや，そうではなく，政策・行政の形成

過程そのものを一般的に公開し，結果にたいして

影響を与えうるような国民監視・国民参加のメカ

ニズムが必要となる。《前記アメリカの「知る権

利」運動の成果のひとつが，州および地方自治体

のレベルにおける議事公開法＜Open　Meetings

Statutes＞であったのは,この点で注目される》。

また，旧来は，統治機関が一方的に決定した事

項はせいぜいのところ，とくに当該事項につき

　「煮つめられた利害関係を有する者」にかぎって

　「教示」するにとどめた＜もっとも，わが国では

現在でも、「煮つめられた利害関係を有する者」

についてさえも，いろいろな理由をならべて，関

係情報への接近をこばむ傾向にある＞。個人の権

利救済制度という観点からすれば，行政情報への

接近については，直接の利害関係者と＜概念上措

定したもの＞に限ろうとするのは，あながち根拠

のないことではない。たしかに，当該行政に特殊

的に利害関係を有する者の地位を大事にしなけれ

ばならない。が，それと同時に現代行政の性質そ

れ自身からあきらかなように，政府活動にかんす

る情報は可能なかぎりすべて，単に限定的な範囲

のもとにある利害関係者のみならず，国民一般に

表示されること，つまり公表されることがのぞま

れるようになってきている。
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３　　　　　佳民の「知る権利」の制度的基盤

以上，「知る権利」の位置づけ＜および意義づ

け＞に必要なかぎりで，現代民主主義の諸要請を



略述した。そこでは,政府活動一般の脈絡で考察が

すすめられたが,こんどは本稿の主題に近づけ,地

方自治の領域に考察の場をうつすこととしよう。

現代政治には，中央政治と地方政治との二種別の

それがあるわけではない。民主主義の要請も，し

たがって,中央のそれと地方のそれとを,二分して

理解すべきではない。それにもかかわらず，現行

法体系が構築する統治構造のもとでは，中央政治

のレベルと地方政治のそれとのあいだには，とく

に民主主義的原理の制度的な保障という観点から

みて，差異があることもまたたしかである。地方

レベルの方がより顕著に，地域住民の統治への参

加の諸方式を準備し保障している。

ここでは，その点につき詳説すべきではない。た

だ，つぎの点を確認するにとどめよう。地方に

は，間接民主制としての地方議会とならんで。

　「……長……および法律の定めるその他の吏員」

の住民の直接選挙が保障され，議会解散請求，解

職請求，条例の制定改廃請求，事務監査請求，財

務監査請求および住民争訟など，中央統治レベル

と異なった形で，直接民主制的な諸制度がそなえ

られている。

住民は，このように地方統治過程において直接に

参加する機会が権利づけられている以上，このい

わゆる「住民自治」の原理にもとづいて，住民本

位の公聴会や審議会の設立および運営が―これ

また，中央統治レベルと異なった仕方で―制度

づけられるべきことになる。

以上のような統治構造のもとで，住民が統治過程

に参画しうるための前提として，「知る権利」を保

障されていなければならないのは，纏言を要しな

いところである。すなわち，住民は地方自治過程

においては，強められた意味で「知る権利」を享

有することができるのでなければならない。＜た

だ，このことによって，中央レベルにおける国民

の「知る権利」と地方における住民の「知る権

利」との質量の差を安易に帰結するのは正当でな

い，と筆者はおもう。地域住民の「知る権利」が

強められた意味で保障されるというのは，本文で

のべたような実定諸制度に支えられているからで

ある。そのような実定諸制度をもたない中央のば

あいは，理念一抽象的に思惟されたものという

よりは，現代政治の実態に即してひき出されたも

の―により多く依存しなければならない＞。

一面からいえば，地方の統治事項は地域的限定性

や住民的利害の直接性のゆえに，住民の「知る」

契機は，いわば自然的に充足される可能性があ

る。他面しかし，地方自治の状況はますます，し

かく単純なものたらしめなくさせていることも否

定できない。住民の「知る権利」は，それを貫徹

するために，なんらかの制度的保障を必要とする

とみなければならない。

たとえば，住民監査請求をみよう。住民は長その

他の職員の違法・不当な公金支出等が「ある＜当

該行為がなされることが相当の確実さをもって予

測される場合を含む＞と認めるとき」かかる行為

を「証する書面を添えて」，是正措置を請求できる

ことになっている＜地自治242条＞。この書面は

　「その要旨＜千字以内＞を記載した文書をもって

これをしなければならない」＜地自法施行令72

条＞。かくして住民は請求をおこすためには，公

金の支出・財産管理など地方財政の実況につい

て，問題の所在を「知る」ことが必要であるばか

りでなく，それを「証する文書」を作成しうる程

度に「知る」必要がある。ここにおける「知る」

契機は，単に偶然にまかせていいものなのだろう

か。住民監査請求の権利行使を意義あらしめるた

めに，関係情報の一般的な公開の原則，もしく

は，請求にもとづ＜閲覧＜複写＞の機会の供与な

ど，配慮されてしかるべきなのではないか。

筆者は地方行政の実情にくらいので，以上のよう

な観点からみて，住民の「知る権利」が個々の自

５



治体において，いかなる制度的基盤をもって特徴

づけられているか，知らない。けれども，概して

いえば，地方自治における直接民主制的な諸制度

の存在にもかかわらず，とくに中央のレベルとき

わ立って区別された「知る権利」の制度化が，か

ならずしも十分におこなわれているようにはおも

えない。中央諸官省における「秘密文書」取扱い

規程に準じた内部規律をもち，中央諸官省と類似

の論理で，行政情報の非公開性の原則を貫徹せし

めているのが，ふつうなのではなかろうか＜この

間にあって，地方公務員法34条で定める職員の秘

密を守る義務が、国家公務員法100条のそれにな

ぞらえて，理解されっ放しになっているのではあ

るまいか＞。

地方公共団体のレベルでも，各種の審議会が設け

られている。たまたま筆者の管見に属した事例に

よれば，これらの審議会等の設置規程等の多く

は，さしたる合理的な根拠もなく，ステレオ・タ

イプ的に議事非公開の原則をとっている。地方自

治にふさわしい，特徴のある創意工夫がみられな

いようにおもえる。このような観察にたいして

は，地方自治体は中央レベルに対比されえない規

模で，行政広報活動が展開されているという事実

をもって反論する余地があることは予想される。

たしかに，とくに大都市における行政広報活動の

発達はめざましいものがある。そしてまたかかる

ものとしての行政広報活動が，住民心「知る権

利」の充足に奉仕するものであることも、うたが

う余地がない。

行政広報活動が，こんごとも住民の利益を反映し

た方向に発展することが期待されるのであるが，

しかし他面，行政広報活動が発展すれば，うえに

のべたような意味あいにおける行政情報の公開の

原則や，閲覧＜複写＞の権利保障の方は不必要に

なるというものではない。そのことを論議するた

めには，行政広報とはなにか，という筆者にとっ

６

ていささか不案内な主題にはいりこまなければな

らないが，ここでは，行政広報はしょせん行政活

肋の一環であり，多かれ少なかれ行政目的に規定

されざるをえない性質のものであるということ

＜別言すれば，それはそれ自体として住民活動の

機関ではないということ＞を指摘するにとどめた

い。すくなくともいえることは，行政広報は住民

の「知る権利」充足につかえる諸制度の，ひとつ

であるのであって，すべてではない。

＜誤解をさけるために一筆すれば，地方統治レベ

ルにおいて，とくにすぐれて「知る権利」が保障

されるべきだということを，単に条例制定改廃請

求・解職請求などの直接民主制的な諸権利を行使

する目的との関連で理解すべきだというのではな

い。たしかに，これら直接民主制的な諸権利が存

立し機能しうるためには，「知る権利」が保障さ

れていることが必要条件ではある。他方しかし，

地方統治諸過程において，「知る権利」が充足さ

れており，これによって統治意思の決定および実

行の過程に，住民の監視と批判がゆきとどいてい

るとすれば，住民の諸利益が各過程に反映され。

したがって住民はあえて直接民主制的な諸権利に

訴えなければならない羽目に当面しないですむ。

いってみれば直接民主制的な諸権利の発動は，悪

政にたいする最後の手段であるにとどまり，唯一

のもしくは最善のそれではないと考えたい＞。

4 あたらしい制度づくり

以上，地方自治との関係で，「知る権利」確立の

ための制度づくりの必要性を指摘した。じっさ

い，筆者の理解によれば，抽象的に「知る権利」

の理念を語るのに終始するのでなく，これを現実

に充足させる方向で対処しようとするならば。多

かれ少なかれあたらしい制度づくりが不可欠であ

る。このことは，とりわけ，統治情報にたいする

住民の請求権を実体化させようとするばあい，い



えることであるくこのことをアナロジーをもっ

て説明すれば，こうである。憲法25条の生存権

＜「健康にして文化的な最低限度の生活を含む権

利」＞はうたがいもなく憲法上の権利であるが，

これにもとづいて，現実具体的な公的給付を政府

からひき出そうとするばあい，請求権をはめこん

だ立法措置が―不可欠ではないにしても―事

態の進展に大いに役に立つ。「知る権利」も、一

定の統治情報を請求し，これを実定法上貫徹しう

るためには，従来の制度的わく組みをもってする

よりは，あたらしい要求に適合的なあたらしい制

度づくりをおこなうべきである＞。

いかなる制度づくりがなされるべきか，これをい

ま全面的にのべる能力を筆者はもちえていないの

を告白しなければならないが，若干の議論を展開

してみよう。

これまで，公文書をどのように分類しファイルす

るかは，ほぼ全く，統治機関内部の運営上の問題

と考えられ，かかるものとして処理されてきたと

みてよかろう。一定の公文書を秘にするか極秘に

するか，または一切の特別扱いなしのものにする

か，それは，いってみれば当該機関に固有な財産

を分類するかのごとく，機関内部の自由な意思で

分類されてきた。といって過言ではない。この間

にあって，いや，それは単なる恣意によってでは

なく，文書取扱い規程など内部規律にもとづいて

全目的的合理的におこなわれてきたのだという反

論があろう。けれども，文書取扱い規程そのもの

は，住民の「知る権利」とのかかわりで整序され

て定められたものだという保障はどこにあるか。

また，ある住民の閲覧請求にかかる文書が極秘分

類のものであるというばあい，当該住民はその分

類の違法不当性を，いかに争いうるだろうか。結

局,はじめからおわりまで,住民の関与する契機は

不存在であるのが現実ではないか。せいぜいのと

ころ，公文書取り扱い職員の善意とか良識とかい

うものに依存しているにすぎないのではないか。

統治情報の閲覧・公開の要求をはばむ要因は，中

央のばあい，軍事・外交事項など，相手国＜ある

いは潜在的敵国＞の利害とからむと称されること

がらがあげられるのがつねである。史上，この種

の口実で情報を秘密にし，そしてじっさいには，

特定の内閣に特有の利益を擁護した事例は英米に

おいてさえこと欠かない。住民の側からみて幸い

なことに，地方のばあいには，かかる不実の口実

が利用される契機はない。

このように，「国益」というような漠然とした逃

げ口上が存在しないからといって，すべて公文書

は，つねに閲覧の用に供せられ，もしくは公開さ

れねばならないかというと，たしかに事態はそう

単純ではない。統治を信託された側は，たんなる

運営上の便宜とは別に，情報の性質にもとづき，

秘密にせざるをえなければならないものがあるの

を容認せざるをえない。このようなものとして，

だれでもおもいつくのは，プライバシーにかんす

る情報，特殊な行政の性質上その目的達成のた

め，少なくもある過程にわたり秘密とする必要の

ある情報，公表もしくは第三者の閲覧を禁止する

特約のもとに入手した情報，などである。

これらのうち，プライバシーにかんする情報はさ

ておき＜プライバシー保護は現代行政上ますます

重要になっている，が他方，プライバシーの保護

の名で不合理な既得権が不当に保護される可能性

があるなど問題がないことはない＞，第二・第三

の範疇の情報の秘密性は十分につめて議論された

ことがあろうか。第二のそれは，よくいかれるよ

うにある種の計画行政等において，投機的な利益

を排除する必要などにもとづくものといわれる

が，単に行政の便宜でなく，「知る権利」の観点

からさらに整序されるべきであろう。また，手続

きが秘密裡におこなわれねばならないとすれば，

逆にむしろ，手続き完了後＜また行政目的達成
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　後＞，全過程の事後発表がのぞまれることも指摘

　しておこう。第三の範疇のものについていえば，

　たしかにときにやむなく，特約により情報を入手

　するほかないだろうが，この手段を乱用して，本

　来，地方公共団体が固有の権限にもとづいてなし

　うる調査・監察＜その結果，みずからの手による

　情報の収集＞をおこたることがあってはならな

　い。このことは，企業活動にかんする情報との関

　係でとくに留意を要しよう。

　これら，およびその他秘密を要する情報がなんで

　あらねばならないか再検討すべきであるが，その

　さいこの種の再検討そのものが従来どおり統治機

　構内部でおこなわれ，かつ秘密指示手続きを内規

　等の行政等の行政規則形式で定めるのが当然かど

　うかもまた検討の対象になるべきだとおもう。つ

　まり，これらのことがらを，単に行政内部の運営

　上のものと考えるのでなく，住民の権利義務関係

　にかんするものと考えるのが正当であるとすれ

　ば，ことがらの本質に適合した立法過程および立

　法形式が採用さるべきであろう。とくに，情報に

　たいする請求権を，住民に付与する方向で問題を

　処理しようとしたなら，なおさらのことである。

　要するに，個々の地方公共団体は中央官省になら

　って，その準則をブレーク・ダウンするのではな

　く，みずから，固有独自の方式をもって住民の

　「知る権利」充足に対応した制度づくりを試みて

　みるべきである。地方におけるこの作業は，同時

　に，中央レベルにおける「知る権利」充実への道

　につながることはうたがう余地がない。

５　　　　　むすびにかえて

住民の「知る権利」を考えるばあい，現代日本の

全政治状況のなかで，地方自治をどう位置づけ，

どういう方向にもりあげてゆくべきかという問題

が不可分に結びつく。

さきに，「知る権利」運動＜運動といえるほどの

組織と行動をもたないのが現状であるが＞が，わ

が国のばあい，地方自治の復権要求と軌を一にし

ていることを示唆した。

戦後復興からはじまり,GNP成長のみを指標と

する高度経済成長政策にいたるまでの全展開過程

をつうじて，地方公共団体はつねに中央の下請け

機関に終始させられてきた。かかる中央の施策の

諸欠陥をもろに露呈したのは，末端における地域

住民であった。

こうして住民は中央の施策の抵抗体として地方公

共団体をつかまえ，地方自治の復権をさけぶこと

になったのであった。

地方自治体はいまなお中央統治機構の末端行政分

枝として，団体委任事務とか機関委任事務とか官

治行政の名残りをもつメカニズムのなかにはめこ

まれている。

さきにのべた地方自治のレベルにおける住民の

　「知る権利」は，このような事情のもとでは，け

っして単にいわゆる固有事務の領域にその対象を

もつものではない。地方のレベルにおろされた中

央の政治・行政そのものが，いやおうなく地域住

民の「知る権利」の射程範域内にとりこまれざる

をえない。地域住民は，地方自治の次元におい

て，国家全体の政治・行政に「知る権利」を発動

し，それを住民本位のものに方向づけることがで

きるはずである。この間にあって，地域住民の生

存・生活にかかおる問題でありながら，地方自治

休の権限が欠如している多くの領域に接すること

になるだろう。地方自治体はその権限のあるとこ

ろ，大いにこれを活用し，中央に権限を奪われ，

固有の権限を欠いている領域では，あるいは権限

の返還を請求し，あるいは中央の権限行使の適正

化を要求すべきである。住民の「知る権利」の保

障は，このような政治のうときに，不可欠な前提

であるとともに，重要な原動力たるものである。

＜東大助教授＞
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